
 (単位:千円） 

収 入 の 部 

学 生 納 付 金  
手 数 料  
寄 付 金  
補 助 金  
資 産 運 用 収 入  
資 産 売 却 差 額  
事 業 収 入  
雑 収 入  
帰 属 収 入 合 計  
基本金組入額合計 
消費収入の部合計 
当年度消費収入超過額 
前年度繰越消費収入超過額 
翌年度繰越消費収入超過額 
 

科　　　　　　目　　予　　　算　   前年度予算　  差　　　  異　 
  １３,４５９,０５２  １３,４８９,６７８ △ ３０,６２６ 
  １,０２４,１６６  １，０２０,６４８  ３,５１８ 
  １００,０００  ０  １００,０００ 
  １,０４８,５１９  １,００２,２１５  ４６,３０４ 
  ２８０,６７３  ２００,７６７  ７９,９０６ 
  ０  ０  ０ 
  １７１,５８９  １５５,６００  １５,９８９ 
  １３０,１６５  １５２,５３４ △ ２２,３６９ 
 　 １６,２１４,１６４ 　 １６,０２１,４４２ 　 １９２,７２２ 
 △ ２,６０２,５８４ △ ２,４９５,６４２ △　 １０６,９４２ 
 　 １３,６１１,５８０  １３,５２５,８００ 　 ８５,７８０ 
  １５,７４３  ６２,１４８ △　 ４６,４０５ 
　　１,４４３,２３８　    １,３８１,０９０           ６２,１４８ 
　　１,４５８,９８１     　１,４４３,２３８  １５,７４３ 
 

 (単位:千円） 

支 出 の 部 
科　　　　　　目　　予　　　算　   前年度予算　  差　　　  異　 
人 件 費  
教 育 研 究 経 費  
（ 減 価 償 却 額 ） 
管 理 経 費  
（ 減 価 償 却 額 ） 
借 入 金 等 利 息  
資 産 処 分 差 額  
徴 収 不 能 額  
予 備 費  
消費支出の部合計 
 

  ７,８７５,３５０  ７,９６４,３７３ △ ８９,０２３ 
  ４,４０８,３８９  ４,２９９,４９１ 　 １０８,８９８ 
  (１,４９８,９３５)  (１,３９５,６７１) 　 (１０３,２６４) 
  １,００４,０６９  ９７１,００９ 　 ３３,０６０ 
  (１７４,１１３)  (１６７,５２３)  (６,５９０) 
  １５８,０２９  １７８,７７９ △ ２０,７５０ 
  ５０,０００  ５０,０００  ０ 
  ０  ０  ０ 
  １００,０００  ０  １００,０００ 
 　１３,５９５,８３７ 　１３,４６３,６５２  　１３２,１８５ 
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平成13年度「消費収支予算」 平成13年度「消費収支予算」 

 

教育研究経費とはその名の通り、教育 
研究活動に必要なすべての諸経費。消 
耗品費から減価償却額にいたるまで、 
25の小科目に分類されいます。 

事業収入の主は、補助活動 
収入（学生寮の入寮費・舎費 
収入、診療所の診察料収入 
など）と実学講座収入（総合 
能力開発センター実施の各 
種実学講座受講料収入など） 
及び受託事業収入（外部機 
関から受け入れの受託研究 
費）です。 

資産運用収入とは大学が保 
有する預金等金融資産の運 
用利息や大学諸施設の賃貸 
料です。 

補助金は国庫補助金が中心 
で学生納付金、手数料とな 
らんで収入の3本柱のひと 
つです。 

手数料の中心は入試の受験 
料。その他は各種証明書の 
発行手数料などです。 

この中で光熱水費（本学全体 
の年間の電気・ガス・水道料） 
は3億1,600万円。学生１人 
あたり年間で24,000円、月 
間で2,000円。 
節電・節水にご協力を！ 
 

学生納付金とは文字通り、 
キミタチが納める「授業料・ 
入学金・実験実習費・教育 
充実費」のこと。収入合計 
（帰属収入）の83.0％です。 

人件費は、専任教職員や非 
常勤講師、契約・臨時職員 
の「基本給・各種手当・期末 
手当・退職給与引当金繰入 
額」など。 

管理経費とは総務や人事、 
経理など、法人業務の経費 
と教職員の福利厚生費、学 
生募集経費など。 
 

教 育 研 究 経 費  
消 耗 品 費  
光 熱 水 費  
旅 費 交 通 費  
奨 学 費  
車 輌 燃 料 費  
通 信 運 搬 費  
印 刷 製 本 費  
出 版 物 費  
修 繕 費  
損 害 保 険 料  
貸 借 料  
公 租 公 課  
諸 会 費  
会 議 費  
研 修 費  
式 典 費  
渉 外 費  
支 払 手 数 料  
業 務 委 託 費  
学 生 諸 費  
教 員 研 究 費  
庭 園 費  
補 助 費  
雑 費  
減 価 償 却 額  
 

 ４,４０８,３８９ 
  ２５９,２０７ 
  ３４０,９０８ 
  １２０,９９５ 
  １４３,２７２ 
  ４７６ 

  ７６,０９３ 
  １７１,５０３ 
  １２１,５１０ 
  ２８４,６０１ 
  １７,５３４ 
  ２４６,７０９ 
  １００ 

  １８,１９６ 
　　９,６６６ 
  ２,１５９ 
  ２,４６８ 
  ４,２２３ 
  １７,１０８ 
  ８１４,１４６ 
  １３０,１５５ 
  ８９,０８０ 
  ３３,４２６ 
  ３,８９１ 
  ２,０２８ 

 １,４９８,９３５ 

 (単位:千円） 

当年度消費収入超過額 
1,574万円 

＜平成13年度予算の概要＞ 
昨年度の予算要求額内での要求とする「ゼロ・シーリング」を基本方針に、まずは「業務ありき」の観点から昨年度以上に業務計画調査との
連携を強めて業務の見直しや点検を徹底、支出面の合理性を高めることに努めた。その結果、今年度の予算は教学改革の推進に伴う新規
施策の実施に必要な支出を盛り込む一方、その財源は確保しており、厳しい財政環境の中にあって収支均衡した予算が編成されている。 

 
＜消費収支予算の特長＞ 

●学生生徒等納付金／学費を対12年度比で平均0.5％増額改定したものの、学生数の減少見込みにより3,062万円減収計上されている。 
●寄　 付　 金／今年度から実施する教育振興資金の募集により「寄付金」が1億円、新規計上されている。 
●資産運用収入／7,990万円増額となっているが、これは資金運用面での13年度の特異事情があり、実質、減。 
●補 　助 　金／文部科学省私大助成や経常費補助金特別補助での増額獲得見込により4,630万円が増額されている。 
●事  業  収  入／実学講座の充実や国際交流会館関連の収入増の見込みにより1,598万円の増額予算となっている。 
●雑 　収 　入／2,236万円の減少は、退職者数の減少による私立大学退職金財団交付金の減少見込みによるもの。 
●人　 件 　費／教員人件費の減少見込みにより8,902万円の減少となった。 
●教育研究経費／学生満足度を高めるための教育サービス充実経費として、学内IT化の推進経費や経済支援制度関連支出、オ
　　　　　　　　ープン・リサーチ・センター整備事業としての研究プロジェクト経費計上により1億889万円増加している。 
●管 理 経 費／大学院マネジメント研究科設置等の文部科学省申請業務、卒業生データベースの構築経費、昨年度に引き続く　
　　　　　　　交通アクセス改善事業などにより3,306万円増加となった。 

＊「帰属収入合計」は162億1,416万円となり、前年比1億9,272万円増となった。 
＊「消費支出合計」は、前年比1億3,218万円増加の135億9,584万円となっている。なお「基本金組入額」は、将来の経営の安定や発展の
　ための組入れである第2号基本金組入計画への組入額12億円を含め、帰属収入の16％に当たる26億258万円の計上となっている。 
＊これらの結果、帰属収入は対前年度比1.2％、消費支出合計は対前年度比1.0％と、収支ともほぼ同率の増加となっており「当
　年度消費収入超過額」は1,574万円の計上となっている。 
 

消費支出 
135億9,584万円 消費収入 

136億1,158万円 

基本金組入額 
26億258万円 

帰属収入 
162億1,416万円 
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知って学ぼう「どこに・どれだけ」大学の予算 

平成13年度「資金収支予算」 平成13年度「資金収支予算」 

 (単位:千円） 

収 入 の 部 

学生納付金収入 
手 数 料 収 入  
寄 付 金 収 入  
補 助 金 収 入  
資 産 運 用 収 入  
資 産 売 却 収 入  
事 業 収 入  
雑 収 入  
借 入 金 等 収 入  
前 受 金 収 入  
そ の 他 の 収 入  
資金収入調整勘定 
収 入 計  
前年度繰越支払資金 
収 入 の 部 合 計  

科　　　　　　目　　予　　　算　   前年度予算　  差　　　  異　 
  １３,４５９,０５２  １３,４８９,６７８ △ ３０,６２６ 
  １,０２４,１６６  １,０２０,６４８ 　 ３,５１８ 
  １００,０００  ０  １００,０００ 
  １,０４８,５１９  １,００２,２１５  ４６,３０４ 
  ２８０,６７３  ２００,７６７ 　 ７９,９０６ 
  ０  ３０,０００ △ ３０,０００ 
  １７１,５８９  １５５,６００  １５,９８９ 
  １３０,１６５  １５２,５３４ △ ２２,３６９ 
  ０  ０  ０ 
  ４,３５４,６００  ４,１７８,０２６  １７６,５７４ 
  １,７４８,６２４  １,２８１,０８５ 　 ４６７,５３９ 
 △ ４,１７８,０２６ △ ４,７５０,８６６  ５７２,８４０ 
  １８,１３９,３６２  １６,７５９,６８７  １,３７９,６７５ 
  ６,３０７,２６４  ６,７３４,９２５ △ ４２７,６６１ 
  ２４,４４６,６２６  ２３,４９４,６１２ 　 ９５２,０１４ 
 

 (単位:千円） 

支 出 の 部 

人 件 費 支 出  
教育研究経費支出 
管 理 経 費 支 出  
借入金等利息支出 
借入金等返済支出 
施 設 関 係 支 出  
設 備 関 係 支 出  
資 産 運 用 支 出  
そ の 他 の 支 出  
予 備 費  
資金支出調整勘定 
支 出 計  
次年度繰越支払資金 
支 出 の 部 合 計  

科　　　　　　目　　予　　　算　   前年度予算　  差　　　  異　 
  ７,９５３,５１２  ８,１４７,９００ △ １９４,３８８ 
  ２,９０９,４５４  ２,９０３,８２０ 　 ５,６３４ 
  ８２９,９５６  ８０３,４８６ 　 ２６,４７０ 
  １５８,０２９  １７８,７７９ △ ２０,７５０ 
  ５１３,２１０  ４７３,２１０ 　 ４０,０００ 
  １,６１８,６２２  ７７３,５４８ 　 ８４５,０７４ 
  ５１６,６９７  ４３５,８８４ 　 ８０,８１３ 
  ２,９４９,４７７  ３,１６６,６４０ △ ２１７,１６３ 
  ６４８,６６５  ６４６,８１９ 　 １,８４６ 
  １００,０００  ０  １００,０００ 
 △ ２５６,２３１ △ ３４２,７３８ 　 ８６,５０７ 
  １７,９４１,３９１  １７,１８７,３４８ 　 ７５４,０４３ 
  ６,５０５,２３５  ６,３０７,２６４   １９７,９７１ 
  ２４,４４６,６２６  ２３,４９４,６１２ 　 ９５２,０１４ 
 

学校法人における 
計算書類の基礎知識 
 ●学校法人は教育を支える公的機関としての位置づけから、
その財政も、在学生から納付される授業料を収入の中心に

置き、その資金を当年度の教育・研究に、より有効に支出す

るとともに、継続的な維持・発展をめざすことを根本の原則

としている。この原則に沿って運営されていることを点検す

るものとして、学校法人には「学校法人会計基準」（文部省令）

により「資金収支計算書」と「消費収支計算書」及び「貸借

対照表」の作成が義務づけられている。「資金収支計算書」

と「消費収支計算書」では、当年度の学校法人の財政規模

や収支の均衝が示されている。「貸借対照表」では年度末

における資産と負債、及び正味財産の状況が示されている。 

＜資金収支計算について＞ 
●資金収支計算とは、当年度の資金の動きを追ったもので、

資金が入ってきた場合は、借入金のように負債となる資金

の受け入れも「収入」とする。一方、資金が出ていった場合は、

資産取得のための支出も「支出」に記載することとなってお

り、当年度のすべての資金の収入と支出を明らかにすると

ともに、支払資金の顛末も表すものとなっている。 

＜消費収支計算について＞ 
●消費収支計算は、年度中の消費にまわせる収入、及び消

費した支出の内容、及び収支の均衝状態を表し、学校法人

の永続的な維持を図るにあたっての財政面の必須の資料と

いえる。「資金収支計算」が、資金活動の安全性を示してい

るのに対し、この「消費収支計算」は将来性を表し、「貸借対

照表」とあわせて財政の健全性が読み取れるものである。

そのため、資金収支計算書で記載される借入金収入やその

返済支出、また資産取得のための支出は記載されないが、

資金移動を伴わない科目が計上されることとなっている。

消費収支計算では「収入の部の合計額」（消費収入）から「支

出の部の合計額」（消費支出）を差し引いた残額が「当年度

消費収入超過額」であり、これに前年度から繰越された消費

収入超過額を合計して、翌年度に繰越す消費収入超過額を

算出している。「帰属収入」とは、当年度に収納した全ての

収入のうち、負債とならない収入をいう。この帰属収入が実

質的な法人の収入であり、毎年度の運営は、この範囲内で執

行しながら、なおかつ「基本金」で示される将来の継続的な

発展のための計画的な資金準備も、この帰属収入から留保

していくことが求められる。したがって帰属収入から「基本

金組入額」を差し引いた額が、当年度の支出にまわせる「消

費収入合計」となる。言い換えると消費収入は、学校法人の

諸活動に伴う人件費や諸経費、借入金利息、減価償却額など、

経済面で消費する支出に充てるための収入と言える。 

施設関係支出と
は土地や建物、構
築物、建設仮勘定
といった固定資産
取得のための支出。 

資金支出調整勘
定とは、当期中に
支払うべき支出
だが、支払えない
ものや、前期に支
払を済ませた当
期支出を差し引く
ことにより、資金
の支出額を確定
させるもの。 

前受金収入とは、平成
14年度の収入につ
いて前年度の平成
13年度中に受け入れ
た額のこと。 

資金収入調整勘定とは、
当期中に収受すべき
収入だが、収納できな
いものや、前期に前
受金として計上して
いた額を差し引くこと
により、資金の収入額
を確定させるもの。 

設備関係支出とは教
育研究用の機器備品、
その他の機器備品、
図書、車輛といった固
定資産取得のための
支出。 
 

＜資金収支予算の特長＞ 
●前 受 金 収 入／近年の前受率傾向から前年度比1億7,657万円の増額となっている。 
●その他の収入／第4研究室棟や松の浦セミナーハウスの建設などの事業計画実施による支払資金として、引当　
　　　　　　　特定預金取崩予定額等17億4,862万円が計上さ　
　　　　　　　れている。 
●施設関係支出／前述の新規施設の建設費により、対前年8億4,507
　　　　　　　　万円が増加している。 
●設備関係支出／大学院マネジメント研究科用機器備品等の取得によ
　　　　　　　　り8,081万円の増加となっている。 
●資産運用支出／再構築引当特定預金などへの繰入支出として29億
　　　　　　　　4,947万円が計上されている。 

＊「収入の部」と「支出の部」それぞれの合計金額は新規施設の取得等  
　に伴い、昨年より9億5,201万円増加の244億4,662万円となっ
　ており、平成13年度の本学の財政規模は平成12年度に比べ拡大し、
　資金収支の顛末としての「次年度繰越支払資金」が前年比で1億9,797
　万円増加している。 
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